
　
［原因と対策の報告の公表文（様式２）］

伊方発電所から通報連絡のあった異常に係る原因と対策の報告に
ついて（平成１４年３月分他）

　
14． 5．10
環境政策課

(内線2443)
　
１　四国電力㈱から、伊方発電所で平成１４年２月に発生した高圧タービンエンドウォー

ル加熱蒸気圧力の低下及び主給水制御弁の制御装置の故障並びに平成１４年３月に発生
した湿分分離加熱器伝熱管の損傷について、原因と対策の報告がありましたので、お知
らせします。

なお、２月に発生した脱気器水面計配管からの漏えい及び３月に発生した復水器細管
洗浄装置ボール循環ポンプの自動停止については、原因調査中等のため、原因と対策の
報告があった段階で公表します。

　
［報告書の概要］
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高圧タービンエ
ンドウォール加
熱蒸気圧力の低
下
（２号機）








　

14. 2.11

















　

加熱蒸気圧力制御弁の開
度調整器の部品に微細な
金属屑が混入し、制御用
空気の流れに影響を及ぼ
したため、弁開度の制御
に不調をきたし、圧力低
下に至ったものと推定さ
れる。


　

○当該開度調整器の部品を新品に取
替え復旧済。
○当該部品製造メーカーに、出荷前
にエアブローによる金属屑除去を実
施するよう指示することとし、購入
仕様書に明記。
○本体組み込みに当たっても再度エ
アブローを行うこととし、作業要領
書を改訂。
　

Ｃ









　

主給水制御弁の
制御装置の故障
（３号機）


　

14. 2.13









　

制御出力カード(基板)の
出力信号監視用回路に使
用しているＩＣの偶発的
故障と推定される。
　

○当該カードを予備カードに取替
え、健全性を確認のうえ復旧済。
○これまでと同様に、定期検査時に
カードの特性試験により健全性を確
認するとともに、予備カードを常
備。

Ｃ











　

湿分分離加熱器
伝熱管の損傷
（１号機）




　

14. 3.14











　

伝熱管が管支持板部で拘
束され、プラントの起
動・停止に伴い、当該部
に熱膨張による繰り返し
応力が集中して貫通穴に
至ったと推定される。

○漏えいの認められた伝熱管１本の
施栓を実施。
○漏えいのあった伝熱管周辺の４本
について予防施栓を実施。




　

　
２　県としては、伊方発電所に職員を派遣し、当該部の復旧状況の確認など、四国電力の

対策が確実に実施されていることを確認しています。
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　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 　　　　　四国電力株式会社
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伊方発電所第１号機湿分分離加熱器Ａ号機加熱管の不具合
他２件にかかる報告書の提出について　 　 　　　　　　

　
　
　　平成14年３月14日に発生しました伊方発電所第１号機湿分分離加熱器Ａ号機加
熱　管の不具合及び平成14年２月11日に発生しました伊方発電所第２号機高圧ター
ビン　エンドウォール加熱蒸気圧力の低下他１件につきまして、その後の調査結果
がまと　まりましたので、安全協定第10条第４項及び第11条第２項に基づき、別添
のとおり　報告いたします。
　
　　今後とも伊方発電所の安全・安定運転に取り組んでまいりますので、ご指導賜
り　ますようお願い申しあげます。
　
　　なお、伊方発電所第３号機復水器ボール洗浄装置ボール循環ポンプＢの不具合　　
(平成14年３月31日発生)につきましては、現在、原因調査等を行っており、結果が　
まとまりましたら報告いたします。
　

以　上

　
　
　
　
　
　
　
　



　

伊方発電所第１号機
　

湿分分離加熱器Ａ号機加熱管の不具合について
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

平成１４年５月
四国電力株式会社

　
　

　
１．件　名
　　　伊方発電所第１号機湿分分離加熱器Ａ号機加熱管の不具合について
　
　
２．事象発生の日時
　　　平成１４年　３月１４日（発見）　　
　
　
３．事象発生の設備
　　　蒸気タービン設備　湿分分離加熱器
　
　
４．事象発生時の運転状況
　　　１号機第２０回定期検査中
　　　（平成１４年２月８日開始）　　　　　　　　　



　
　
５．事象発生の概要

　伊方発電所第１号機は、平成１４年２月８日より第２０回定期検査を実施中
であり、３月１４日に湿分分離加熱器Ａ号機の加熱管全数（既施栓管を除く６
８５本）の真空リークテストを実施したところ、加熱管1本に漏えいが認められ
た。
　このため、３月１４日から１７日にかけて、カメラによる加熱管内面点検、
真空発泡テスト等の詳細点検による調査を行うこととした。
　当該設備には放射能は含まれないため、本事象による周辺環境への放射能の
影響はなかった。　
　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　（添付資料－１,２,３,４,５）
　
６．事象の時系列
　　　平成１４年２月８日　　　　　伊方１号機解列
　　　平成１４年２月８日～９日　　系統隔離、水抜き
　　　平成１４年２月10日～19日　　マンホール開放、内部清掃等
　　　平成１４年２月20日～25日　　加熱管全数の渦流探傷検査（ＥＣＴ）
　　　平成１４年３月13日～14日　　加熱管全数の真空リークテスト（1本に漏え　　　　　　　　
いを確認）
　　　平成１４年３月14日～17日　　内面調査、真空発泡テスト等
　　
　
７．湿分分離加熱器Ａ号機加熱管の調査結果

　真空リークテストで漏えいが認められた加熱管１本（３３列１番）につい
て、以下の調査を実施した。
　

　（１）漏えい位置の調査　　　　　　　　
　ＣＣＤカメラを加熱管に挿入し、漏えい位置を調査した。
　加熱管の出口側直管部のＵ字管側径変化部（ドレン出口側の最終管支持
板付近）に微小な傷が認められた。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　（添付資料－６）
　（２）加熱管内面の調査　　　　　　　　

　ＣＣＤカメラにより漏えい箇所の状況を調査した。
　傷は約３．６ｍｍ×約０．５ｍｍの大きさで、加熱管の円周方向に長い
ものであった。　　　　　　　　

　　（添付資料－６）


　（３）加熱管渦流探傷検査（ＥＣＴ）結果の調査

　今回の定期検査では、真空リークテストに先立って、直管部及びＵ字管
部のＥＣＴを実施している。また、前々回（第１８回）定期検査において
も今回と同様、直管部、Ｕ字管部についてＥＣＴを実施しており、これら
の結果について調査した結果、直管部、Ｕ字管部のいずれも有意な信号指
示は検出されていなかった。
　なお、ＣＣＤカメラによる調査において微小な傷が認めれた部位につい
ても有意な信号指示は認められていなかったが、当該部は、加熱管のフィ
ン加工開始部の径変化部であり、断面形状が変化するため欠陥の検出が難
しい部位であることから、検出されなかったものと推定される。

　
　（４）その他の加熱管等



　湿分分離加熱器Ａ号機の加熱管真空リークテスト及び真空発泡テストを
実施した結果、加熱管・管板及び加熱管溶接部からの漏えいは、上記の１
本(３３列１番）以外には、認められなかった。

　
　（５）過去の補修状況

　湿分分離加熱器Ａ号機の加熱管については、第６回定検(昭和５９年)
時に漏えい管が４本確認され、周辺管の予防施栓管１本と合わせて、５本
の施栓を行っていた。その後の定期検査においては、漏えい管は発生して
おらず、約１８年間は問題なく運転を継続してきていた。
当時の調査結果では、今回とほぼ同様な場所であり、原因としては、加熱
管が管支持板に拘束されたためと推定している。
　なお、同型の湿分分離加熱器Ｂ号機の加熱管については、これまでに１
４本の施栓を行っている。またＣ号機、Ｄ号機については、これまで施栓
は行っていない。

　（６）加熱管の拘束による損傷発生に至るメカニズム（推定）
　　　　　損傷発生に至るメカニズムは、過去の経験等から以下のように推定され
る｡
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（添付資料－７）
　　　　　ａ．加熱管は運転状態になると、管支持板との熱膨張差によりＵ字管
　　　　　　側に２０ｍｍ程度伸びる。
　　　　　
　　　　　ｂ．加熱管が最終管支持板部で何らかの要因により、運転中拘束され
　　　　　　ると、プラント停止時は引張方向の力が生じる｡
　
　　　　　ｃ．加熱管の伸び拘束による引張の力は、プラントの起動、停止に伴
　　　　　　い、繰り返し応力として作用することになる。
　
　　　　　ｄ．この繰り返し応力が加熱管の径変化部（最終管支持板部付近）に
　　　　　　集中することにより、疲労損傷した可能性が考えられる｡
　
　
８．推定原因

　過去の事例から、加熱管が最終管支持板部で拘束され、運転時の熱膨張によ
る伸びが拘束され当該部に引張応力がかかり、この応力がプラントの起動､停止
に伴い、繰り返し応力となって径変化部に集中して貫通穴に至ったと推定され
る。
　なお、加熱管の拘束の原因としては、加熱管出入口の温度差による加熱管上
下の熱膨張量の差による変形等が考えられる。

　
　
９．対　策
　（１）漏えいの認められた加熱管１本（３３列１番）について施栓を実施した。
　

（２）漏えいのあった加熱管周辺の加熱管４本についても、念のため予防施栓を
実施した。
　なお、湿分分離加熱器Ａ号機の施栓本数は、昭和５９年に施栓した５本及
び今回の対策によるものを合わせて合計１０本となるが、性能維持に必要な
許容施栓本数（約１４０本）に対して十分小さい値である。

（添付資料－５）



　
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　以　上
　
　






添 付 資 料
　
　
　　　添付資料－１　　系統概略図
　
　　　添付資料－２　　湿分分離加熱器構造図
　
　　　添付資料－３　　真空リークテスト要領図　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　添付資料－４　　真空リークテスト結果　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　添付資料－５　　湿分分離加熱器Ａ真空低下管位置図
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　添付資料－６　　漏えい箇所の位置及び状況図　　　　　
　
　　　添付資料－７　　加熱管拘束による損傷発生に至るメカニズム（推定）
　
　　　　　　　　　
　
　　　
　
　　　
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
















